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研究成果の概要（和文）：　本研究の目的は、日本的会計制度がグローバル化とローカル化を同時に含む相互浸
透の過程として形成されてきたという仮説を、会計制度改革の歴史、企業会計審議会の審議過程、会計人の専門
的判断などを多角的に分析する作業を通じて検証し、新たな知見を提供することにあった。
　本研究では、グローバル化とローカル化という視座と（科学的な）記述的手法、内容分析（コンテント・アナ
リシス）および実験会計学などの精緻な分析手法を用いて、日本が自国基準を開発し続けている根拠、日本が国
際財務報告基準（IFRS）の任意適用を推奨している理由、日本の会計士の判断特性などを明らかにした。

研究成果の概要（英文）：  The objective of this study is to investigate the interactive effect of 
globalization and localization on the accounting system and regulation in Japan. Specifically, this 
study focuses on the issues related to the historical development of accounting reforms, politics 
made within the meetings of Business Accounting Council, and accountants’professional judgments. To
 provide new insights into the field of international accounting research, this study uses 
sophisticated methodologies such as qualitative analysis (e.g. descriptive analysis, content 
analysis) and experiments.
  Results show that the accounting system and regulation in Japan have gradually converged with 
those of Anglo-American models. Nonetheless, significant differences remain in terms of accounting 
practices level (de facto convergence level) that are caused by, for example, the differences in 
related infrastructures (e.g. financial systems, related laws) and professional judgments.

研究分野： 会計学
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  １版

令和

研究成果の学術的意義や社会的意義
　本研究の学術的意義は、国際会計領域において先行研究が等閑視してきた諸問題、すなわち日本的会計制度は
どのような形でグローバル化とローカル化の影響を受けて（あるいはそれらの影響を緩和させながら）形成され
てきたのか、会計基準設定プロセスや会計人の判断力も含めて日本的会計制度にはどのような問題が内在してい
るのか、またそのような問題をいかに解決してきたのかといった問いに、精緻な分析手法を用いて解明しようと
試み、国際会計領域に新たな知見を提供したことにある。

※科研費による研究は、研究者の自覚と責任において実施するものです。そのため、研究の実施や研究成果の公表等に
ついては、国の要請等に基づくものではなく、その研究成果に関する見解や責任は、研究者個人に帰属します。



様 式 Ｃ－１９、Ｆ－１９－１、Ｚ－１９（共通） 
 
 
１．研究開始当初の背景 
日本では、グローバル化の影響を受けて、1997 年以降、「会計ビッグバン」と称される会計基

準の大改正が行われた。また、EU 諸国が国際財務報告基準（IFRS）を強制適用した 2005 年以
降は会計基準のコンバージェンスが急速に進展した。一般に、グローバル化は、「事実上欧米社
会に発する科学技術・資本主義経済・消費文化・政治システムを通して、世界が単一化、標準化
しつつある過程」（丸山, 2004, 75 頁）を指すと考えられている。このようにグローバル化を欧米
化と捉える場合、着地点が明示されるので、改革は一方向的・受動的になるのに対して、グロー
バル化を国々あるいは組織間の相互依存性を深める過程と捉える場合、複数の均衡解が存在し、
改革は多方向的・能動的なものとして理解される (Caramanis et al. 2015)。 
グローバル化は凄まじい速度と強度で進行しているが、日本的会計制度は世界標準の受容だ

けを目標として形成されてきたわけではない。仮にそうであれば、世界の多くの国々と同じよう
に、日本企業にも IFRS が強制適用されたであろうし、IFRS とのコンバージェンスをはじめとす
るグローバルな調整を連結財務諸表に期待する一方で、国内制度間のローカルな調整を個別財
務諸表に期待する連単分離方式は採用されなかったであろう。 
そこで、本研究では、各国の会計制度はグローバル化とローカル化の相互浸透過程を通じて形

成されるという前提に立ち、日本的会計制度はどのような形でグローバル化とローカル化の影
響を受けて（あるいはそれらの影響を緩和させながら）形成されてきたのか、日本的会計制度に
はどのような問題が内在しているのか、そのような問題をいかに解決してきたのかといった先
行研究が等閑視してきた問いに答えることにした。 

 
２．研究の目的 
本研究の目的は、日本的会計制度が（同質化という意味の）グローバル化と（差異化という意

味の）ローカル化を同時に含む相互浸透の過程として形成されてきたという仮説を、会計制度改
革の歴史、企業会計審議会の審議過程、会計人の専門的判断などを多角的に分析する作業を通じ
て検証し、従来、国際会計等の分野で自明とされてきた知識とは一線を画する新たな知見を提供
することにあった。 
 現在、日本には、「日本基準」、「米国基準」、「IFRS」、「修正国際基準 (JMIS)」、「中小指針」、
「中小要領」といった複数の会計基準等が並存している。会計基準の並存化・複線化は、とりわ
け財務報告の比較可能性の観点から問題視されてきた。また、企業会計審議会では IFRS の適用
を巡って 2008 年 10 月以降、審議を重ねてきたが、いかなるステークホルダーがいかなる立場で
いかにロビイング活動を行ってきたのかについて十分に研究されてきたわけではない。さらに、
国際会計の教科書には、日本の会計士は専門的判断能力に劣っており、原則主義に基づく会計基
準に十分対応できない旨の指摘がみられる。 
 国際会計や日本的会計に関する既存の知識は必ずしも科学的な証拠に基づいて形成されてき
たわけではないことを踏まえ、本研究では日本的会計制度はグローバル化とローカル化の相互
浸透の結果として形成されてきたという仮説を、（科学的な）記述的手法、内容分析（コンテン
ト・アナリシス）、実験会計学などを用いて検証し、独自かつ創造的な知見を国内外に広く発信
することにした。 
 
３．研究の方法 
国際会計や日本的会計に関する既存の知識を組み合わせても、日本基準と IFRS との間にいか

なる差異が存在し、日本的会計制度の特徴である会計基準の並存化・複線化がいかにして形成さ
れてきたのか、IFRS の適用を巡って審議を重ねてきた企業会計審議会においていかにロビイン
グ活動が行われてきたのか、ローカル・コンテクストの重要な要素である（公認）会計士の判断
力はいかにして計られるのかなどについて解明することは困難である。 
そこで本研究では、日本が自国基準を開発し続けている根拠、日本が IFRS を（強制適用では

なく）任意適用している理由、企業会計審議会の政治化プロセス、（イギリスとドイツの）会計
士の判断特性などを、（科学的な）記述的手法（米山, 2013）および内容分析や実験会計学などの
手法を用いて明らかにすることにした。 
 

４．研究成果 
 本研究を通じて明らかにされた主な事項は次の(1)から(4)である。 
(1) 「日本基準と IFRS の差異」に関する研究成果 
日本基準は収益費用観（歴史的原価会計）をより重視しているのに対して、IFRS は資産負債

観（公正価値会計）をより重視しているといわれることがあるが、ビジネスモデルの役割を踏ま
えると、両概念は必ずしも相互排他的な関係にはないことを明らかにした。より具体的には、日
本基準においても、IFRS においても、ビジネスモデルの成功度を事後的に測る尺度として財務
報告（会計測定）が捉えられていること、いかなるビジネスモデルであっても、その最終目的は
歴史的原価（会計）と公正価値（会計）との二者択一ではなく、利益の実現（純利益）であるこ



とを指摘した。 
また、1920 年代以降の米国における会計制度の変遷を題材にして、歴史的原価会計、公正価

値会計および現在価値会計の相互関係を整理した。その結果、これらの会計の体系は必ずしも相
互排他的な関係にあるわけではなく、歴史的原価会計の枠組みのなかで、公正価値会計や現在価
値会計が部分的に適用されていることを明らかにした。ただし、リサイクリング処理（その他の
包括利益から当期純利益への振替処理）が要請されない会計基準が公表されたり、のれんに対し
て規則的償却がなされなかったりするケースが徐々に増加し、歴史的原価会計に揺らぎがみら
れることも指摘した。 
さらに、国際財務会計審議会（IASB）の「概念フレームワーク」や海外の学説を手がかりにし

て、歴史的原価と公正価値の線引きに係る諸問題を整理した。2000 年代以降、収益費用観の否
定と資産負債観の選択が当然の如く語られるようになったが、現行制度上の混合測定属性モデ
ルの論理――歴史的原価と公正価値の線引きの基準――は、（資産負債観を前提とする）「裁定取
引の経済学」だけでは説明しえない。裁定取引の経済学が、（収益費用観を前提とする）「不確実
性の会計学」――不確実性が解消されるまでは歴史的原価が適用され、不確実性が解消されては
じめて収益・利益を認識する考え方（実現主義）――に補完されてはじめて、現行制度上の混合
測定属性モデルが正当化されることを指摘した。 
以上は、日本的会計制度の特徴と形成過程を、理論的・記述的研究を通じて明らかにしようと

するものであったが、IFRS を任意適用した日本企業を対象にして、IFRS の初度適用時に求めら
れる調整表および注記から必要なデータを収集し、IFRS の任意適用が会計数値（純資産、純利
益、総資産、総負債、売上高）などに影響を及ぼすのかについても調査した。その結果、日本基
準と IFRS に準拠して報告される会計数値の間にいまだ顕著な差異が存在していることが明らか
にされた。具体的には、IFRS を適用することにより、純利益、総資産および総負債は有意に増
加するが、売上高は有意に減少することが明らかにされた。とりわけ、のれん、開発支出、非上
場株式、減価償却、未使用有給休暇に関する会計処理は両会計基準間で相違していることが明ら
かにされた。 
  
(2) 「日本の会計制度改革の規則性」に関する研究成果 
国際学術誌では、制度改革（政策決定）が目的変数とされ、グローバル化（ローカル化）が説

明変数とされることが多い。しかし、日本の会計制度改革の規則性を解明するためには、グロー
バル化（ローカル化）だけでは十分ではなく、外圧（内圧）という新たな座標軸が必要であるこ
とを指摘した。とりわけ、外圧（グローバル化圧力）が有効に機能するのは、国内の主要なアク
ター（たとえば、政策決定者、日本経済団体連合会、財務諸表作成者）が外圧の必要性を認め、
それを梃（口実）にして改革を進めようとする場合――つまり、外圧と内圧の方向性が一致する
ような場合――であることを指摘した。また改革を成功に導くためには、操作可能性、つまり、
改革に付随するコンフリクトを緩和させるための装置（選択権、例外規定、重要性基準、適用時
期の延期）やカーブイン（アウト）などの措置が必要であることを指摘した。 

 
(3) 「会計の政治化」に関する研究成果 
企業会計審議会において IFRS の適用を巡る議論が開始された 2008 年 10 月 23 日から 2013 年

6 月 19 日までの議事録の内容分析を行い、日本では IFRS 適用を巡りいかに多様な見解を有して
いるのかを検証した。分析の結果、企業会計審議会の委員のうち、会計研究者および財務諸表作
成者（製造業からの代表者等）は、日本公認会計士協会からの代表者および財務諸表利用者（ア
ナリスト等）に比べて、IFRS の強制適用に反対する割合が高いこと、期間 2（2011 年 6 月 30～
12 月 22 日）・期間 3（2013 年 3 月 26 日～6 月 19 日）は、期間 1（2008 年 10 月 23～2009 年 6 月
11 日）に比べて、IFRS の強制適用に反対する割合が高い傾向にあったことなどが明らかにされ
た。また、大多数の委員が共通して用いたロジックおよび全期間にわたって共通して用いられた
ロジックには、グローバルな資本市場の構築、リサイクリング・純利益の重要性、国際的地位（発
言力）の確保、米国証券取引委員会(US-SEC)の政策決定への配慮および原則主義の適用に対する
懸念などがあった。 
上記の研究で用いた IFRS の適用を巡る議事録のうち、公正価値（会計）に関する発言を抽出

するとともに、日本の IASB 関連組織の代表者（IASB の理事等）の（公正価値に言及した）記
事を収集し、それらをサンプルにして再調査したところ、金融庁は会計研究者、財務諸表作成者
（製造業からの代表者等）および企業会計基準委員会（ASBJ）などの主要なステークホルダー
と協働していたこと、財務報告の透明性やリサイクリング・純利益の重要性などの明示的な議論
だけでなく、IFRS は製造業や中小企業などには不向きであるといった暗示的な神話を用いて
（IFRS の強制適用を無期限に延長するという）合意形成に至ったことなどが明らかにされた。
また、企業会計審議会における（国内向けの）議論と日本の IASB 関連組織の代表者の（海外に
向けた）見解との間には乖離がみられることが明らかにされた。 

 
(4) 会計上の判断に関する研究成果 
財務諸表は「事実」と「慣習」と「判断」の総合的表現であるが、「会計上の判断」に関する



研究（行動会計研究）は等閑視されてきた傾向にある。Ball (2006)は会計上の判断に関する研究
に関心が払われてこなかった理由を、会計基準の統一というスローガンに、会計上の判断を含む
会計実務の国際的な差異が覆い隠されてきたからだと指摘している。IFRS が世界各国で適用さ
れるようになっても、IFRS が整合的に解釈され適用されない限り、会計実務が統一され、国際
的な比較可能性が向上することはない。にもかかわらず、会計上の判断に関する議論は十分に蓄
積されてきたわけではなく、ときに誤解すら生じさせてきた。 
 1972 年から 2018 年までの文献調査を通じて、以下のことを指摘した。会計人は会計上の概念
を各国固有のコンテクストや伝統に基づいて習得しているので、経済的・政治的要因に加えて人
的要因――会計上の判断――もまたローカルな制度の一部として捉えなければならないこと。
行動会計研究は様々な理由により軽視されてきたが 、会計実務の統一を図るためには、会計上
の判断をはじめとするローカル・コンテクストに関する研究が必要不可欠であること。 
 ところで、英語で作成される IFRS は、それと同等の地位を有する多数の言語に翻訳されてい
る。文化は会計人の判断に影響を与えるが、文化の重要な要素である言語が会計上の判断に与え
る影響については十分な研究がなされてこなかったことを踏まえ、我々は、イギリスの会計士が
IFRS 3（Business Combination）に含まれる“fair value”に抱く暗示的意味とドイツの会計士が“fair 
value”のドイツ語訳である“beizulengender Zeitwert”に抱く暗示的意味に差異があるか否かを、以
下の３つのグループ（暗示的意味）に分けて調査した 。 
①イギリスの会計士が“fair value”に抱く暗示的意味 
②ドイツの会計士が“fair value”に抱く暗示的意味 
③ドイツの会計士が“beizulengender Zeitwert”に抱く暗示的意味 
ここで、①と②の差異は「言語文化効果」に起因するのに対して、②と③の差異は「翻訳効果」

に起因する。この研究から得られた結論は大きく次の二点である。 
 第一に、“fair value”に関するイギリスとドイツの会計士の意味構造（評価、力量、活動に関す
る意味空間）は相違すること。また、イギリスの会計士はドイツの会計士に比べて“fair value”を
「見積もりに依拠した（estimated）」、「主観的な（subjective）」、「不変的な（permanent）」概念で
あると捉えていること。第二に、ドイツの会計士が抱く“fair value”と“beizulengender Zeitwert”の
暗示的意味は相違すること。具体的には、ドイツの会計士は、“beizulengender Zeitwert”に比べて
“fair value”をより「必要な（necessary）」、「具体的な（tangible）」、「変動的な（variable）」、「必須
の（required）」、「有益な（beneficial）」、「一時的な（temporary）」、「活発な（active）」、「ダイナミ
ックな（dynamic）」、「短期的な（short-term）」概念であると捉えていること。なお、本研究では、
イギリスとドイツの会計士をサンプルとして用いたが、日本の（公認）会計士の判断力について
も、今後、調査する予定である。 
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